











tam ad processum iudiciarium praesertim imperialis camerae, quam causarum 







































































































































































































考察125「卑属の連結あるいは結合に関する慣習法は有効かAn cosuetudo de 








































































































































































































































考察127「相続に関する親族合意あるいは家憲は有効かPacta gentilitia vel 
statuta familiae de succedendo an valeant.」
要約：１．諸侯や高貴な人々の間で締結される相続合意は有効である。２．
諸侯の間で欺罔や死を狙う欲求の推定は生じない。３．特定的な相続合意は有
効である。４．全財産の贈与は用益権を除いて有効である。５．皇帝の認証は
相続合意に裏付けを与える。６．擬制された事案における擬制は、真正な事案
における真理と同等に作用する。７．諸侯は制定法によって拘束されない。８．
30）　第２版以降挿入：【ナッタ前掲『助言集』助言474第８番。第４版で挿入：カスト
レンシス『助言集』第１巻助言324第１番も明らかに同じ立場である】
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諸侯間の契約は法律の効力を有する。９．兵士間の相続合意は有効である。
〈１．〉相互相続に関する合意や取決めは、男子を欠く場合には、帝国の諸侯、
諸伯、諸男爵、そして、ドイツの諸貴族一般に至るまで頻繁に用いられており、
有史以前からの慣習に支えられていて有効である。ところで、将来の相続に関
するあらゆる合意が、原則として、両法において、良俗に反し死を狙う欲求を
引き起こすものとして禁じられ、たとえ宣誓を伴っても無効であるという点は、
カノン法学者等の第六書１巻18章「合意について」第２節注釈や、諸博士の学
説彙纂45巻１章「言語による債務関係について」第61法文注釈で、勅法彙纂２
巻３章「合意について」第19法文、第15法文、第30法文、同６巻20章「財産持
戻について」第３法文に依拠して詳細に述べられてはいるが、高貴な人々にそ
れは妥当せず、彼等の間で交わされる親族間合意や家憲は、約束者の人格につ
いて交わされる場合であれ、死後に遺されるべき財産について交わされる場合
であれ、前考察で述べた区別を考慮することなく、ドイツの慣習に基づき有効
であり、普通法によっても擁護され得る31）。〈２．〉すなわち、諸侯や貴族にお
いては、他人の死を狙うとの忌むべき推定や疑念が全く生じず、この種の親族
間の合意や取決めは、一般に「家嗣合意Erbainigung」と呼ばれ、優遇されて
いるのである。というのも、それは、帝国の平和や平穏、縁もゆかりもない見
知らぬ主君に服しない利益を享受する臣民の保護、そして、とりわけ、家系と
血統の維持に配慮するのであり、それ故に優遇されて当然といえるからであり、
この点は、ザシウス『助言集』32）助言１第12番以下や、小ソキウス『助言集』
第１巻助言143第34番以下に加えて、前考察で引用した人々が、多くの根拠に
基づき明確な言辞で見事に助言している通りである。〈３．〉遺言する権利が家
族の合意や取決めによって完全に排されるわけではなく、この種の家族間合意
において一層の安全と用心のために財産の一定割合に関する留保が為されるの
が通常であるとしても、以上の点が妥当することに疑念の余地はなく、そのよ
うな特定的な合意は、遺言する権利を完全に排するのではないので、普通法上
31）　第２版以降挿入：【勅法彙纂前掲２巻３章第19法文による】
32）　第２版以降挿入：第２巻
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も有効に成立する【ヤーソンの学説彙纂前掲45巻１章第61法文注釈第19番、ボ
エリウス『ボルドー高等法院判決集』判決355第３番、小クルティウス『助言集』
助言81第３番】。〈４．〉諸博士の通説において、現在と将来の全財産の贈与が、
用益権を除いておけば、収益について遺言可能であるから有効とされる点も以
上の支えとなる。この問題についてはヤーソンの学説彙纂前掲45巻１章第61法
文注釈第18番、クルティウスの前掲助言81、諸博士の勅法彙纂前掲２巻３章第
30法文注釈をさしあたり参照せよ。〈５．〉更に、最高位の君主、つまり、皇帝
の認証に基づいてもそう言える。皇帝が高貴な人々の請願に応じてそのような
相互的な家族間合意や家憲を認証するならば、この種の家族間合意や家憲が強
力な裏付けを得るのであり、私も以前それが為されたことを記憶している。と
いうのも、皇帝の絶対的な権威と権能によって支持された事柄は悪しき慣行で
あるとの非難を免れ、死を狙う欲求が排斥される上、真正かつ自然な兄弟を合
意や取決めで生じさせることは、血縁の権利が不可侵である以上、不可能なは
ずであるところ【学説彙纂50巻17章「古法の諸準則について」第８法文、同２
巻14章「合意について」第34法文】、陛下の威光によって、約束者は兄弟に匹
敵するものとみなされることになる33）。〈６．〉そして、擬制は、真理が真正な
事案で作用するように、擬制された事案において作用する【学説彙纂１巻７章
「養子縁組や家父権免除その他家父権が解消される方式について」第１法文と
同27巻１章「後見免除について」第34法文】。この種の皇帝の認証は、帝国の
封に関して、事案の審理を通じて、そのような合意や取決めが今後帝国への害
とならないかどうか確かめるために不可欠であり、また、そのような認証は皇
帝の確知と全き全能に基づいて為される必要がある。〈７．〉普通法によれば存
続しないにもかかわらず、認証が合意に有効性を付与するのは、君主は実定法
に拘束されず、正当にその適用を除外することができるからである【勅法彙纂
１巻14章「法律、勅法、告示について」第４法文、学説彙纂１巻３章「法律、
元老院議決、長期の慣習について」第31法文、諸博士の勅法彙纂１巻14章第12
法文注釈、特に詳細なのはヤーソンの注釈。同じくヤーソンの勅法彙纂１巻19
33）　第４版挿入：【ザシウス前掲助言１第39番】
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章「皇帝への嘆願について」第７法文注釈、バルドゥスの勅法彙纂３巻34章「役
権及び水利について」第２法文注釈第４番及び同じく別書２巻12章「占有及び
所有権の事件について」第４節注釈第１番、デキウス『助言集』助言390第13
番及び助言37134）第８番】。ただし、この皇帝の認証には留保条項が挿入される
のが常であり、それはすなわち、「神聖なる帝国と各人の権利を脅かすことの
ない限り」というものである。〈８．〉以上に述べた点の裏付けとなるのは、帝
国の諸侯や諸身分によって公的平和と威厳保持のために締結されるこの種の親
族間や家族間の合意が法律としての効力を有するという点である。というのも、
帝国の諸身分は自らの領域内で完全な裁判権と共に立法権を有する上【35）諸博
士の勅法彙纂１巻１章「至高の三位一体及びカトリック信仰、並びに、何人も
その信仰に対し公に異を唱えてはならないこと」第１法文注釈】、立法権を有
する者によって締結された契約も法律の効力を有するからである【36）ザシウス
『助言集』第２巻前掲助言１、小クルティウス『助言集』第１巻前掲助言143
がそこに引用したものによって詳細に検討している通り37）】。〈９．〉特別法に
より、兵士の間での相続合意は勅法彙纂前掲２巻３章第19法文により有効であ
るという点も以上に付け加えられる。ところで、ドイツの諸侯は常に皇帝と帝
国のために戦い、公の必要に応じて帝国法に基づき戦費を拠出する義務を負っ
ている。以上の考察を多くの論拠によって解明しているのがザシウスとソキヌ
スの前掲箇所であり、加えて、前考察の中ほどで引用した諸博士の論拠や引用
がここでも役立つであろう。それによれば、あらゆる困難を排して相互相続の
合意が為され得るのは、贈与としての問答契約による場合であり、相続する旨
34）　第２版以降下線部修正：助言373
35）　第３版以降挿入：勅法彙纂１巻26章「オリエンス及びイリリクムの近衛長官の職
務について」第２法文による。
36）　第３版以降挿入：学説彙纂39巻４章「徴税請負人、貢納、没収について」第15法文、
勅法彙纂５巻16章「夫婦間贈与、父から子等への贈与、及び、追認について」第26
法文、バルトルスの同法文注釈、同じく学説彙纂42巻１章「既判事項、判決の効力、
中間判決について」第４法文２節注釈第９番、アレクサンデルの同法文注釈第21番、
37）　第３版以降下線部修正；及びそこに引用されているもの
420 獨協法学第113号（2020年12月）
58― ―
の単純な約束では為され得ないというものであったが、その限りでは、前考察
で述べた通り、そこに引用した多くの権威に従い、たとえ私人間でも当該合意
は有効なのである。
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